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国土交通省
関東地方整備局

※250万円未満の工事を除く

（契約金額：百万円）

○一般競争については、約80%の工事で実施。

○指名競争については、約15%の工事で実施。

１．不調・不落が見込まれる案件においては施工体制の確保を図るために公募型指名競争入札方式を実施。
２．令和７年度は、関東地方で大きな災害が発生していないことからフレームワークモデル工事の活用が減少してい
るため、指名競争の割合は約15%となっている。

※指名競争は公募型指名競争入札及びフレームワークモデル工事にのみ適用。

（Ｒ７．１２月末現在）

※随意契約には、特命随契のほか、不調随契を含む。

①入札・契約方式の実施状況
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件数 割合 契約金額 件数 割合 契約金額 件数 割合 契約金額 件数 割合 契約金額

一般競争 779 74.7% 303,714 718 76.3% 231,108 791 80.2% 214,761 484 79.2% 134,980

指名競争 217 20.8% 32,728 161 17.1% 22,767 127 12.9% 16,438 89 14.6% 13,646

随意契約 47 4.5% 16,188 62 6.6% 94,096 68 6.9% 132,726 38 6.2% 36

合計 1,043 100% 352,629 941 100% 347,971 986 100% 363,926 611 100% 148,663

Ｒ６ Ｒ７（R7.12月末時点）Ｒ４ Ｒ５

１）入札・契約方式の実施状況



※一般競争、指名競争を対象。随意契約を除く
※250万円未満の工事を除く

○落札率は、近年90%台で推移しており、令和６年度は93.3%。
○低入札発生率は、近年1.0%程度で推移しており、令和６年度は0.5%。

参考：調査基準価格の算定方法見直し

H25 → H28 → H29 → R1 → R4
①直接工事費 95% → 95% → 97% → 97% → 97%
②共通仮設費 90% → 90% → 90% → 90% → 90%
③現場管理費 80% → 90% → 90% → 90% → 90%
④一般管理費 55% → 55% → 55% → 55% → 68%
【範囲】 7.0/10～9.0/10 →  7.5/10～9.2/10

２）落札率・低入札発生状況
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３）不調・不落発生状況

（件）

※一般競争、指名競争を対象。随意契約を除く
※250万円未満の工事を除く

一般土木, 24

As舗装, 2

造園, 9

建築, 4

電気設備, 7
暖冷房, 7法面処理, 1

維持修繕, 11

機械設備, 5

通信設備, 4

受変電設備, 4

橋梁補修, 2

一般土木, 3

As舗装, 1

建築, 4
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法面処理, 1

維持修繕, 1

機械設備, 2

通信設備, 3 橋梁補修, 1

港湾土木, 2

不調と不落それぞれの工種別発生件数内訳

100件
不調：80件
不落：20件

1,153 1,225 1,212 996 873 918

419 366 167
117 96 100
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工種別の不調・不落発生状況
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発注件数 24 26 30 40 40 21 11 18 72 40 169 413 83 5 1 4 5 8 5 2 1 0 0 0

不調不落件
数

9 7 7 9 8 4 2 2 7 3 12 27 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○令和６年度の不調・不落発生率は9.8%。令和元年度、２年度から改善し、近年は横ばいの傾向。
○工種別では、設備関連（暖冷房、機械設備、電気設備）で高い傾向にあり、今後も継続して対策を進

めていくことが必要。
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国土交通省
関東地方整備局

令和７年度工事契約件数

６１１件

一般競争(本官) 一般競争(分任官) 指名競争 随意契約

※250万円未満の工事を除く

フレームワークモデル工事
公募型指名競争

（Ｒ７．１２月末現在）

○令和７年度の全契約工事のうち、随意契約を除く全ての工事で総合評価落札方式を適用。

指名競争
89件
15%

一般競争
（分任官）
451件
74%

総合評価落札方式
適用工事

573件(94%)

（R7.12月末時点）

一般競争
（本官）
33件
5%

随意契約
38件
6%

7

②総合評価落札方式の実施状況

４）総合評価落札方式の実施状況 （令和７年度の内訳）



５）多様な入札・契約の取組状況

R6年度
契約件数

R5年度
契約件数

R4年度
契約件数

概要取組内容取組の目的

0件9件0件
・入札参加要件として、主任（監理）技術者、現場代理人、担当技術者のいずれ

かに女性技術者または40歳以下の若手技術者の配置を求める方式。
・工事実績評価期間について、産休・育児休暇を考慮。

女性技術者・若手技術
者の登用を促すモデル
工事
（平成26年度～）担い手の育成・確保

入
札
・
契
約
制
度

57件60件40件・主任（監理）技術者の専任期間に、当該工事と同様の公共事業分野（河川・道
路等）の経験がある育成技術者を配置することができる方式。
・交代時期以降は育成技術者に交代することができる。

監理技術者育成交代モ
デル工事
（令和元年度～）

2件9件15件
・受発注者双方の事務負担の軽減を図るため、競争参加資格確認資料を一次

審査し、選抜された者に対し、技術提案を求め二次審査を行う方式。
・対象は技術提案評価型S型・A型で、競争参加者が多く見込まれる工事。

段階的選抜方式
（平成22年度～）

受発注者双方の事務
負担の軽減

133件
（51組）

93件
（43組）

86件
（42組）

・同一時期に調達を必要とする「同一規模」、「同一条件」、「同一テーマ（Ⅱ型除
く）」の複数工事について、申請できる配置予定技術者を1名として同時に競争
参加を求め、あらかじめ定めた順番で開札し、落札者を決定する方式。

一括審査方式
（平成25年度～）

0件0件2件
・入札書と競争参加資格確認資料【簡易技術資料】（1枚）の提出を求め、評価値

の算定を行った後に、落札候補者（評価値上位3者）に競争参加資格確認資
料の提出を求め、簡易技術資料の内容を確認したうえで落札者を決める方式。

簡易確認型
（平成28年度～）

17件13件48件
・受発注者の事務量等の負担を軽減するため、求める技術提案（施工計画、VE

提案）について、通常の5提案から3提案に減じて評価を行う方式。
技術提案簡易評価型
（平成27年度～）

696件643件688件
・受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者確

保等の準備を行うことができる余裕期間を設定。
・余裕期間内は、主任（監理）技術者の配置を要しない。

余裕期間制度
（平成25年度～）

不調不落対策
施工時期の平準化

0件6件
（2ﾌﾚｰﾑ）

19件
（6ﾌﾚｰﾑ）

・該当する複数の工事（フレームワーク）について、予め参加希望者の意思を確
認し、施工能力を審査した上で、特定工事参加企業名簿を作成、その中から
複数の工事参加者を指名する試行工事。

・対象は競争参加者が少数と見込まれ技術的難易度が比較的低い工事。

フレームワークモデル工
事
（令和元年度～）

不調・不落対策

127件156件198件

・対象工事ごとに技術資料収集に係る公示資料の交付を受けて、競争参加希望
者が参加表明確認申請書及び技術資料を提出し、指名基準による選定を行
い、指名された競争参加希望者により総合評価落札方式で落札者を決定する
試行工事。

・対象は競争参加者が少数と見込まれ技術的難易度が比較的低い工事。

公募型指名競争入札方
式
（令和２年度～）

15件15件15件
・ポンプ設備等の修繕工事において、既設メーカーの体制確認の上、設備ごと

の特定予定者を決定し、「参加者の有無を確認する公募手続き」で、該当する
特定事業者と特命随意契約を実施する方式。

参加者の有無を確認す
る公募手続きによる施
工業者の事前特定
（平成25年度～）

迅速で的確な維持工
事の実施体制の確保

986件941件1,043件全体契約件数 ※一般競争、指名競争、随意契約を対象。250万円未満を除く。上記の取組みは重複あり。

※値は適用対象工事の件数であり、実際に
技術者を交代した件数とは異なる
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６）多様な総合評価の取組状況

9

R6年度
契約件数

R5年度
契約件数

R4年度
契約件数

概要取組内容取組の目的

85件54件
評価型：64件

ﾁｬﾚﾝｼﾞ型：24件
・地方整備局発注工事の実績が無い（少ない）企業であっても、自治体

（都県政令市）の工事成績等により評価できる方式。

自治体実績チャレンジ型
（令和4年8月～）
※平成25年度～令和4年7月は
自治体実績評価型

担い手（企業）の
確保

総
合
評
価
落
札
方
式

0件0件1件

・地方整備局発注工事の実績が無い（少ない）が、技術力のある企業の
競争参加を促す方式。

・工事の確実な施工に資する施工計画の提出を求め「施工上配慮すべき
事項」を3段階で評価。

技術提案チャレンジ型
（平成25年度～）

7件39件100件
・災害対応を含む地域維持の担い手確保のため、企業における防災に係

る取組態勢・活動実績等を評価する方式。 （災害協定の締結や、災害
活動の実績等を評価）

地域防災担い手確保型
（平成26年度～）

43件20件-
・地域インフラを支える担い手としての企業の確保及び受発注者の事務

手続きの負担軽減の観点から、企業の技術力のみを評価する方式。
企業能力評価型
（令和5年度～）

179件127件159件
・35歳以下の若手技術者を「現場代理人」又は「担当技術者」として配置

することにより、当該工事を実績として将来、直轄工事の主任（監理）技
術者となるべく、経験を積んでもらう方式。

若手技術者活用評価型
（平成25年度～）
※令和4年8月以降評価項目見
直し担い手（技術者）の

育成・確保

4件11件6件
・40歳以下の主任（監理）技術者を配置し、本工事において本工事に従事

していない技術者から実務指導を受け、技術力の向上につなげてもらう
方式。

技術者育成型
（平成26年度～）

企業実績評価型
に統合22件177件

・災害発生時において迅速に活動し、地域の安全・安心を向上させる観点
から、企業における防災に係る取組態勢・活動実績等を評価する方式。

地域防災実績評価型
（令和2年度～令和5年度）
※フレームワークモデル工事及び公募型
指名競争入札に適用

不調・不落対策
企業実績評価型

に統合16件37件
・公共工事の実績がない企業の新規参入を促すため、企業の施工実績

（民間工事を含む）と災害活動実績について評価する方式。

実績評価型
（令和2年度～令和5年度）
※公募型指名競争入札に適用

127件125件-
・公共工事の実績がない企業の新規参入を促すため、企業の施工実績

（民間工事を含む）と災害活動実績について評価する方式。

企業実績評価型
（令和5年度～）
※フレームワークモデル工事及び公
募型指名競争入札に適用

21件17件21件・新技術導入促進型（Ⅰ）：発注者が指定するテーマについて、実用段階
にある新技術（NETIS 登録技術のうち「有用な新技術」に選定されてい
る技術）を有効に活用し、効率的な施工管理・安全管理等による工事品
質の向上を図るための方式。

新技術導入促進型（Ⅰ型）
施工能力評価型（平成29年度～）

生産性向上、
技術力の向上

18件22件46件
新技術導入促進型（Ⅰ型）
技術提案評価型（平成29年度～）

1件2件1件
・新技術導入促進型（Ⅱ）：発注者が指定するテーマについて、実用段階

に達していない技術又は研究開発段階にある技術を有効に活用し、効
率的な施工管理・安全管理等による工事品質の向上を図るための方式。

新技術導入促進型（Ⅱ型）
（平成29年度～）

986件941件1,043件全体契約件数 ※一般競争、指名競争、随意契約を対象。250万円未満を除く。上記の取組みは重複なし。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１－２．令和８年度入札・契約、
総合評価の実施方針
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国土交通省
関東地方整備局

Ａランク

９．０億円

８．２億円 ８．２億円

Ｂランク

②経営事項評価点数：１１００点～１２００点以上

４．９億円

⑤Ｂ＋Ｃ等級　※

３．４億円 ３．４億円

Ｃランク

⑥Ｃ＋Ｂ等級　※

２．４億円

⑦Ｃ等級

１．１億円

⑧Ｃ＋Ｄ等級　※

０．７億円 ０．７億円

Ｄランク ⑨Ｄ等級

技術的難易度 Ⅰ～Ⅱ Ⅲ～Ⅵ

①経営事項評価点数：１２００点以上

１０．０億円
一般競争入札

（政府調達協定対象）

一般競争入札

③Ａ等級

④Ｂ等級

９．０億円

＜一般土木工事及び建築工事の場合＞

＜地域要件（本店等の所在地）＞

①,②：WTO対象のため地域要件は付さない。

③,④：関東管内に本店･支店･営業所

⑤：B業者については関東管内に本店･支店･営業所

C業者については施工都県内（又は施工箇所等から○km以内）に本店

⑥：C業者については施工都県内（又は施工箇所等から○km以内）に本店・支店・営業所

B業者については施工都県内（又は施工箇所等から○km以内）に本店・支店・営業所

⑦：施工都県内（又は施工箇所等から○km以内）に本店・支店・営業所

⑧：C業者、D業者ともに施工都県内（又は施工箇所等から○km以内）に本店

⑨：施工都県内（又は施工箇所等から○km以内）に本店

※競争性が十分に確保（対象業者数が概ね20者以上）されない場合は、

以下のような運用も可能とするが、適用する場合は技術調査課と調整

を行うものとする。

・対象等級：直近、上下位を対象とすることも可能

・対象範囲：施工都県周辺都県等を対象とすることも可能

・本店縛り：本店（本社）・支店・営業所を対象とすることも可能

11

※工事請負業者選定事務処理要領の第16二、 三において直近下位及び
直近上位の等級に属する有資格業者を指名することができる。

※平成１１年・１２年度の資格審査より積極的に位置付けされた運用。

《見直し》

１）発注標準の見直し



国土交通省
関東地方整備局

＜Ａｓ鋪装工事の場合＞

＜地域要件（本店等の所在地）＞

①：関東地方整備局管内に建設業法に基づく本店(本社)･支店･営業所。WTO対象は地域要件は付さない

②：施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)・支店・営業所関東管内に本店･支店･営業所

③：Ａ業者は、関東地方整備局管内に建設業法に基づく本店(本社)･支店･営業所

Ｂ業者は、施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)・支店・営業所

※競争性が十分に確保（対象業者数が概ね20者以上）されない場合は、以下のような運用も

可能とするが、適用する場合は技術調査課と調整を行うものとする。

・対象等級：直近、上下位を対象とすることも可能

・対象範囲：施工都県周辺都県等を対象とすることも可能

・本店縛り：本店（本社）・支店・営業所を対象とすることも可能

12

※工事請負業者選定事務処理要領の第16二、三において
直近下位及び直近上位の等級に属する有資格業者を
指名するこ とができる。

※平成１１年・１２年度の資格審査より積極的に位置付けされ
た運用。

《見直し》

一般競争入札
（政府調達協定対象）

９．０億円 ９．０億円

一般競争入札

２．２億円 ２．２億円

③A＋Ｂ等級　※

１．４億円 １．４億円

Ｂランク ➁Ｂ等級

技術的難易度 Ⅰ～Ⅱ Ⅲ～Ⅳ

Ａランク

➀A等級

１）発注標準の見直し



国土交通省
関東地方整備局

＜電気設備工事及び暖冷房衛生設備工事の場合＞

＜地域要件（本店等の所在地）＞

① ：ＷＴＯ対象のため地域要件は付さない

②、③ ：関東地方整備局管内に建設業法に基づく本店(本社)･支店･営業所

④～⑥：施工都県内（又は施工箇所等から○○km以内）に建設業法に基づく本店(本社)・支店・営業所

※競争性が十分に確保（対象業者数が概ね20者以上）されない場合は、以下のような運用も

可能とするが、適用する場合は技術調査課と調整を行うものとする。

・対象等級：直近、上下位を対象とすることも可能

・対象範囲：施工都県周辺都県等を対象とすることも可能

・本店縛り：本店（本社）・支店・営業所を対象とすることも可能

13

※工事請負業者選定事務処理要領の第16二、三において直近下位
及び直近上位の等級 に属する有資格業者を指名することができる。

※平成１１年・１２年度の資格審査より積極的に位置付けされた運用。

《見直し》

③Ａ＋Ｂ等級　※

２．３億円

Ｃランク ⑥Ｃ等級

Ａランク

①経営事項評価点数：１１００点以上
一般競争入札

（政府調達協定対象）

９．０億円 ９．０億円

②Ａ等級

一般競争入札

３．３億円

技術的難易度 Ⅰ～Ⅱ Ⅲ Ⅳ～Ⅵ

２．３億円

Ｂランク

④Ｂ＋Ａ等級　※

１．８億円
⑤Ｂ等級

０．６億円

１）発注標準の見直し



国土交通省
関東地方整備局

技術提案評価型施工能力評価型

AⅠ型AⅡ型AⅢ型SⅠ型S型Ⅰ型Ⅱ型

企業が、発注者の示す仕様
に基づき、適切で確実な施
工を行う能力を有している
かを、施工計画を求めて確
認する工事

企業が、発注者の示す仕
様に基づき、適切で確実な
施工を行う能力を有してい
るかを、企業・技術者の能
力等で確認する工事

特に配慮すべき事項への施工上の
工夫について、提案を求める工事

通常の構造・工
法では制約条
件を満足できな
い場合

有力な構造・工法
が複数あり、技術
提案で最適案を
選定する場合

部分的な設計変
更を含む工事目
的物に対する提
案、高度な施工技
術等により社会的
便益の相当程度
の向上を期待す
る場合

施工能力を評価する 施工能力に加え、技術提案を求めて評価する

評価
方法

可・不可の二段階で評価 点数化

予定
価格

技術提案に基づき作成
標準案に基づき

作成
標準案に基づき作成

ヒアリ
ング

実施しない 必須
必要に応じて実施

（施工計画の代替も可）
必要に応じて実施

段階
選抜

必須実施しない 必要に応じて実施

提案
内容

施工計画

特に配慮すべき事項に対する施工上
の工夫に係る提案

施工方法に加え、工事目的物その
ものに係る提案

部分的な設計変
更や高度な施工
技術等に係る提
案

求めない
（実績のみで評価）

14

価値の最も高い
新技術、資材、
機械、工法等

新技術、資材、
機械、工法等に
係るコストは予
定価格には入れ
ない

《継続》

２）効率的な運用（二極化の取組）



３）関東地方整備局における令和８年４月期のPPIの工事の発注別一覧表

出典：Ｒ７．４．４ 令和７年度（４月期）発注予定情報 記者発表

15出典：Ｒ８．４．１３ 令和８年度（４月期）発注予定情報 記者発表



国土交通省
関東地方整備局

１．受注機会の確保
・工事の地域の発注にあたっては、品確法運用指針を踏まえ、地域における公共工事の担い手の育成・確保に配慮し、競争性の確保に留意しつ
つ、競争参加資格 や工区割り、発注ロット等を適切に設定し、「地域密着工事型」、「自治体実績チャレンジⅡ型」の積極活用を行う。

・同一時期に同一条件等の工事を複数発注する際には、「一括審査方式」を事務負担の側面も含めて積極的に実施。

２．技術者不足への対応
・配置予定技術者の工事経験については、技術者不足により競争参加者が少数と見込まれる場合においては、工事の特性や地域の実情を勘案
し、条件を緩和するなど適切に設定。

・施工能力評価型Ⅰ・Ⅱ型において、技術者不足や配置予定技術者の経験が少ないと見込まれる工事については、２段階評価の検討を行う。
・配置予定技術者の評価を行わない技術提案評価Ｓ型（ＷＴＯ）において、配置予定技術者の拘束期間を短縮するため、参加表明段階で技術者
の資料を求めない方式を実施。

・工事品質の向上に加え、若手技術者や女性技術者等への技術・技能の承継を促すため、監理技術者の経験を持つ「熟練技術者」の活用を評
価。【評価項目の新設】

３．生産性向上・脱炭素化等
・従来のＳ型では費用面等から導入し得なかった「総合的に価値の最も高い資材等」の導入のため、技術提案評価型ＳⅠ型の試行工事を実施。
・工事における資機材配置や作業工程を最適化し効率化と省人化を図るＩＣＴ施工StageⅡの取組を評価。【評価項目の新設】

４．担い手の育成・確保
・若手技術者・女性技術者の活用促進を一層図るため、「技術者育成型」、「若手技術者・女性技術者活用評価型」の積極活用を行う。

５．働き方改革の取組推進
・ワーク・ライフ・バランス関連認定を受けた企業の評価を、全評価方式で適用。

６．受発注者双方の事務負担の軽減
・「段階的選抜方式」、「一括審査方式」、「技術提案簡易評価型」を積極的に実施する。

７．不調不落対策
・不調不落が予想される工事において施工体制の確保を図るため、「フレームワークモデル工事」「公募型指名競争入札方式」の試行を継続する。
・公募型指名競争入札において、営繕関係工事で不調・不落の発生状況を踏まえ、参加者を促すための営繕評価型を新設。

【総合評価方式の新設】【②、p.23】
・公募型指名競争入札において、技術力のある地域企業の新規参入を促すため、一部の工種（一般土木・As舗装・維持修繕・橋梁補修）において、

自治体実績チャレンジⅡ型（配点20点）の適用を可能とする。【自治体実績チャレンジⅡ型の適用拡大】
・ 「余裕期間制度」は発注量や地域特性に応じて適切に活用を行う。引き続き「不調随契」の積極活用を行う。

８．その他
・一般競争入札（政府調達協定対象）の対象金額を8.1億円以上から9.0億円以上に見直し。 16

４）令和８年度 実施方針における主な事項



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１－２．①多様な入札・契約の取組
（入札・契約制度）

17



国土交通省
関東地方整備局

18

①-１．多様な入札・契約の取組（入札・契約制度）

Ｒ８年度

実施方針
概要取組内容取組の目的

見直し

・主任（監理）技術者の専任期間に、当該工事と同様の公共事業分野（河川・道路等）の経験が
ある育成技術者を配置することができる方式。
・交代時期以降は育成技術者に交代することができる。

・対象工事に「舗装工事（アスファルト・コンクリート）」を追加

監理技術者育成交代モデル工事
（令和元年度～）

担い手の育成・確
保

入
札
・
契
約
制
度

継続
・受発注者双方の事務負担の軽減を図るため、競争参加資格確認資料を一次審査し、選抜され

た者に対し、技術提案を求め二次審査を行う方式。
・対象は技術提案評価型S型・A型で、競争参加者が多く見込まれる工事。

段階的選抜方式
（平成22年度～）

受発注者双方の
事務負担の軽減

継続
・同一時期に調達を必要とする「同一規模」、「同一条件」、「同一テーマ（Ⅱ型除く）」の複数工事

について、申請できる配置予定技術者を1名として同時に競争参加を求め、あらかじめ定めた

順番で開札し、落札者を決定する方式。

一括審査方式
（平成25年度～）

継続

・入札書と競争参加資格確認資料【簡易技術資料】（1枚）の提出を求め、評価値の算定を行った
後に、落札候補者（評価値上位3者）に競争参加資格確認資料の提出を求め、簡易技術資料

の内容を確認したうえで落札者を決める方式。

簡易確認型
（平成28年度～）

継続
・受発注者の事務量等の負担を軽減するため、求める技術提案（施工計画、VE提案）について、

通常の5提案から3提案に減じて評価を行う方式。
技術提案簡易評価型
（平成27年度～）

継続
・配置予定技術者の計画的運用に資することを目的に、申請書とあわせて提出を求めている配

置予定技術者の資格要件に係る資料の提出期限を、落札前まで延伸する方式。

参加表明段階で技術者の資料を求め
ない方式
（令和7年度～）

継続
・受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者確保等の準備を行

うことができる余裕期間を設定。

・余裕期間内は、主任（監理）技術者の配置を要しない。

余裕期間制度
（平成25年度～）

不調不落対策

施工時期の平準
化

継続

・該当する複数の工事（フレームワーク）について、予め参加希望者の意思を確認し、施工能力を
審査した上で、特定工事参加企業名簿を作成、その中から複数の工事参加者を指名する試行
工事。

・対象は競争参加者が少数と見込まれ技術的難易度が比較的低い工事。

フレームワークモデル工事
（令和元年度～）

不調・不落対策

見直し

・対象工事ごとに技術資料収集に係る公示資料の交付を受けて、競争参加希望者が参加表明
確認申請書及び技術資料を提出し、指名基準による選定を行い、指名された競争参加希望者
により総合評価落札方式で落札者を決定する試行工事。

・対象は競争参加者が少数と見込まれ技術的難易度が比較的低い工事。

・評価方式を「企業実績評価型」「営繕評価型」「自治体実績チャレンジⅡ型」の3方式に見直し。

公募型指名競争入札方式
（令和２年度～）

継続
・ポンプ設備等の修繕工事において、既設メーカーの体制確認の上、設備ごとの特定予定者を

決定し、「参加者の有無を確認する公募手続き」で、該当する特定事業者と特命随意契約を実
施する方式。

参加者の有無を確認する公募手続き
による施工業者の事前特定
（平成25年度～）

迅速で的確な維持
工事の実施体制
の確保



国土交通省
関東地方整備局

【概 要】
主任（監理）技術者の専任期間において育成技術者を配置できるものとし、施工上一定の区切りとみなせる時期以降においては、育成技術者に

交代することができる。

【目 的】

豊富な工事経験のある技術者（以下、「主任（監理）技術者」という。）が、入札参加資格要件で求めた同種工事を施工中に、同種工事経験の無
い技術者（以下、「育成技術者」という。）を指導・監督することで技術者の育成を図り、将来の担い手を確保するとともに、良好な品質の社会資本
を持続的に社会に供給できる体制を確保する。

【対象工事】
「一般土木工事」「鋼橋上部工事」「プレストレスト・コンクリート工事」「舗装工事（アスファルト・コンクリート）」を対象

【対象技術者】

①経験の浅い1級土木施工管理技士の有資格者 ②1級土木施工管理技士の未取得者

【技術者交代要件】 （詳細時期は監督職員と協議して決定）

・主任（監理）技術者の専任期間において育成技術者として当該工事に従事（育成期間）。

・交代までに、１級土木施工管理技士及び監理技術者資格者証並びに監理技術者講習修了証の取得。

・技術力を習得するために育成期間におけるトレーニングプログラムを施工計画書に記載。

・交代する前に中間技術検査、既済部分検査又は完済部分検査（以下、中間技術検査等）を実施。

※監督職員は育成期間中に、検査官は中間技術検査等においてトレーニングプログラムの実施状況を確認。

主
任
（
監
理
）

技
術
者

育
成

技
術
者

主任（監理）技術者の専任期間

育成期間 主任（監理）技術者として交代（専任）

中
間
技
術
検
査
等

施工上一
定の区切り 工期末

トレーニングプログラムに
基づき指導等

【対象技術者】①経験の浅い1級土木施工管理技士の有資格者 ②1級土木施工管理技士の未取得者
※資格未取得者は、交代までに１級土木施工管理技士、監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証 の取得

◆本来の主任（監理）技術者の専任期間

交代可能

※当初配置した主任（監理）技術者と育成技術者共に、主任（監理）技術者として従事した期間は、主任（監理）技術者としての実績となる。

育成技術者が主任（監理）技術者としての実績となる期間当初配置した主任（監理）技術者が主任（監理）技術者としての実績となる期間

19

《4月見直し》

①-２．監理技術者育成交代モデル工事（担い手の確保・育成）



国土交通省
関東地方整備局

公募結果に基づく指名

公
示
（
工
事
内
容
・
入
札
時
期
・
落
札
方
式
等
）

工
事
参
加
希
望
の
意
思
確
認
・
技
術
資
料
の
提
出

（
参
加
意
思
表
明
申
請
書
＋
必
要
資
料
の
提
出
）

発
注
（
指
名
通
知
）

【メリット】
✓ 施工体制確保→発注工事の公募
✓ 資料は参加希望の意思確認時のみの提出

→資料の簡素化、合理化 (個別発注時では不要）
✓ 手続期間の短縮

→指名通知から決定まで２週間程度
【総合評価方式】
・企業実績評価型

→企業における防災に係る取組姿勢と施工実績等を評価
・営繕評価型

→営繕関係の工事において採用
・自治体実績チャレンジⅡ型

→技術力のある地域企業の新規参入を促すため、
一部の工種において採用可とする。

参
加
要
件
は
企
業
と
し
、

技
術
者
要
件
は
求
め
な
い

指
名
基
準
に
よ
る
選
定

公募による企業の参加

以
降
は
指
名
競
争
・総
合
評
価

落
札
方
式
の
手
続
き

指
名
競
争
・総
合
評
価
落
札
方
式
に
よ
り
落
札
決
定

（標準点100点＋加算点（11.5点）＋施工体制
評価点（30点））÷入札価格＝評価値
※加算点は企業における防災に係る取組

姿勢と施工実績等＋賃上げの実施
に関する評価＋WLB関連企業の評価

防災に係る取組姿勢と
施工実績等を評価

【概要】
対象工事ごとに技術資料収集に係る公示資料の交付を受けて、競争参加希望者が参加表明確認申請書及び技術資料

を提出し、指名基準による選定を行い、指名された競争参加希望者により総合評価落札方式で落札者を決定する方式

《見直し》
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※1

加算点11.5点のうち、

「ワーク・ライフ・バランス
関連認定企業の評価」は
0.5点を見込む

※1

①-３．多様な入札・契約の取組（公募型指名競争入札）
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１－２．②多様な総合評価の取組
（総合評価落札方式）
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国土交通省
関東地方整備局

Ｒ８年度
実施方針（案）

概要取組内容取組の目的

継続
・地方整備局発注工事の実績が無い（少ない）企業であっても、自治体（都県政令市）の工事成

績等により評価できる方式。
自治体実績チャレンジ型
（令和4年度～）

担い手（企業）の確保

総
合
評
価
落
札
方
式

継続
・地方整備局発注工事の実績が無い（少ない）企業の新規参入を促すことを目的として、自治体

（都県政令市）の工事成績等により評価し、また企業の技術力のみを評価する方式。
自治体実績チャレンジⅡ型
（令和7年度～）

継続
・地方整備局発注工事の実績が無い（少ない）が、技術力のある企業の競争参加を促す方式。
・工事の確実な施工に資する施工計画の提出を求め「施工上配慮すべき事項」を3段階で評価。

技術提案チャレンジ型
（平成25年度～）

継続
・災害対応を含む地域維持の担い手確保のため、企業における防災に係る取組態勢・活動実績

等を評価する方式。 （災害協定の締結や、災害活動の実績等を評価）
地域防災担い手確保型
（平成26年度～）

継続
・地域インフラを支える担い手としての企業の確保及び受発注者の事務手続きの負担軽減の観

点から、企業の技術力のみを評価する方式。
企業能力評価型
（令和5年度～）

継続
・35歳以下の若手技術者または女性技術者を「現場代理人」又は「担当技術者」として配置する

ことにより、当該工事を実績として将来、直轄工事の主任（監理）技術者となるべく、経験を積
んでもらう方式。

若手技術者・女性技術者活
用評価型
（平成25年度～）

担い手（技術者）の育成・確
保

継続
・40歳以下の主任（監理）技術者を配置し、本工事において本工事に従事していない技術者から

実務指導を受け、技術力の向上につなげてもらう方式。
技術者育成型
（平成26年度～）

継続
・特定される専門工事業の技術力が工事全体の品質確保に大きな影響を及ぼすと思われる工

事（法面処理工、杭基礎工、地盤改良工）において、入札参加者に加えて、入札参加者が受注
者となった場合に想定される専門工事業者や登録基幹技能者の技術力も評価する方式。

特定専門工事審査型
（平成20年度～）

継続
・公共工事の実績がない企業の新規参入を促すため、企業の施工実績（民間工事を含む）と災

害活動実績について評価する方式（公募型指名競争入札方式に適用）。
企業実績評価型
（令和5年度～）

不調・不落対策 新規
・営繕関係工事で不調・不落の発生状況を踏まえ、参加者を促すための方式。（公募型指名競

争入札方式・営繕工事に適用）
営繕評価型
（令和8年度～）

公募型競争入札方式
に追加適用

・技術力のある地域企業の新規参入を促すため、一部の工種（一般土木・As舗装・維持修繕・橋
梁補修）において、自治体実績チャレンジⅡ型の評価を適用。

自治体実績チャレンジⅡ型
（令和8年度～）

継続
・新技術導入促進型（Ⅰ）：発注者が指定するテーマについて、実用段階にある新技術（NETIS 

登録技術）を有効に活用し、効率的な施工管理・安全管理等による工事品質の向上を図るた
めの方式。

新技術導入促進型（Ⅰ型）
施工能力評価型
（平成29年度～）

生産性向上、技術力の向上

継続
新技術導入促進型（Ⅰ型）
技術提案評価型
（平成29年度～）

継続
・新技術導入促進型（Ⅱ）：発注者が指定するテーマについて、実用段階に達していない技術又

は研究開発段階にある技術を有効に活用し、効率的な施工管理・安全管理等による工事品質
の向上を図るための方式。

新技術導入促進型（Ⅱ型）
（平成29年度～）

継続
・工期、安全性、生産性、脱炭素化などの価格以外の要素も考慮して総合的に価値の最も高い

資材等を採用するよう努める新たな方式。
技術提案評価ＳⅠ型
（令和7年度～） 22

②ー１．多様な総合評価の取組（総合評価落札方式）



国土交通省
関東地方整備局

②【適用拡大】
自治体実績

チャレンジⅡ型

①【新規】
営繕評価型

【現行】
企業実績評価型評価項目

選択評価点選択評価点選択評価点

◎3点◎4点○4点同種工事の施工実績
企業の施工能力

企業の技術力

◎3点工事成績（都県・政令市の成績も評価）

◎2点近隣の施工実績

地域精通度・
地域貢献度

◎2点◎2点◎2点緊急時の施工体制

◎2点◎2点災害協定の有無※1

◎2点○4点災害活動実績の有無※2

◎2点◎2点災害時の基礎的事業継続力の認定の有無

◎4点◎2点◎2点本発注工事の工事種別における新規契約の有無

20点10点10点計

《見直し》
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【配点表】

※1 都県・政令指定都市の災害協定についても関東地方整備局（発注担当事務所）の災害協定と同等に評価する。
※2 都県・政令指定都市の災害活動実績についても関東地方整備局（発注担当事務所）の災害活動実績と同等に評価する。

○不調・不落の対策として実施している公募型競争入札方式では、対応する総合評価方式として、「企業実績評価型」
（配点10点）を統一して適用しているところ。当該方式について、
①営繕関係工事の不調・不落の発生状況を踏まえ、参加者を促すための営繕評価型を新設。
（対象工種：暖冷房、電気設備、建築、機械設備、受変電設備）

②技術力のある地域企業の新規参入を促すため、一部の工種において、自治体実績チャレンジⅡ型（配点20点）の適用。
（対象工種：一般土木、As舗装、維持修繕、橋梁補修）

令和８年８月１日以降の公告案件より適用予定

◎：必須 ○：選択

【対象工事】 ○工事種別：建築工事、暖冷房衛生設備工事、
営繕に関連する電気設備工事、機械設備工事、受変電設備工事

○工事規模：分任官工事(分任官規模工事の本官含む)（指名競争）
○施工能力評価型Ⅱ型

【適用契約方式】 ○公募型指名競争入札において適用。

【対象工事】 ○工事種別：一般土木、As舗装、維持修繕、橋梁補修
○工事規模：分任官工事(分任官規模工事の本官含む)
○施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型
○工事難易度：Ⅰ～Ⅱ程度を想定

【適用契約方式】 ○一般競争入札方式のほか、公募型指名競争入札においても適用可。

②【適用拡大】
自治体実績

チャレンジⅡ型

①【新規】
営繕評価型

※現行の企業実績評価型は廃止しない

②－２．公募型指名競争入札方式に適用する総合評価方式の適用



国土交通省
関東地方整備局

自由設定項目【最大6点（地域密着型は5点 or 7点）】

①工事成績優秀企業認定

②優良下請表彰企業の活用

③ICT施工技術の活用（「ICT舗装工」、「ICT舗装工（修繕工）」）

※ 「ICT活用工事」に関わる発注方式が「施工者希望Ⅰ型」の場合、必須項目

④ＩＣＴ施工StageⅡの実施

※「ＩＣＴ舗装工」もしくは「ＩＣＴ舗装工（修繕工）」を実施する工事において、「ＩＣＴ活用工事」に関わる発注方式が「施工者希望Ⅰ型」の場合、選択不可

⑤ISO認証取得状況

★ ⑥難工事施工実績【必須】

⑦難工事功労表彰、災害工事功労表彰、事務所独自の功労、貢献表彰、災害関連感謝状、新技術活用実績表彰 等

⑧インフラＤＸ大賞 【最大2点】

⑨登録基幹技能者等の活用

⑩災害時の基礎的事業継続力（BCP）の認定

★ ⑪若手技術者（35歳以下）または女性技術者の活用及び資格 【最大2点】

⑫熟練技術者の活用

⑬「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事（段階的選抜方式（一般土木A等級）で必須）

⑭本発注工事の工事種別における新規契約の有無

⑮その他自由項目

※⑧、⑪の配点は最大2点とし、それ以外の項目の配点は1点とする。

自由設定項目【最大4点《最大2点》※】 ※「配置予定技術者の能力_同種工事の工事経験」において２段階評価とした時
①資格（As舗装工事は、必須項目）
②過去の同種工事の工事経験

③継続教育（CPD）の取組状況

④難工事施工実績

⑤難工事功労表彰、若手・女性技術者奨励賞、事務所独自の功労、貢献表彰等

⑥高度マネジメント経験（段階的選抜方式で選択）

⑦40歳以下または女性の主任（監理）技術者の配置

⑧その他自由項目

※各項目の配点は1点とする。

企
業
の
技
術
力

技
術
者
の
技
術
力

★：Ｒ８重点施策項目
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《見直し》

②－３．評価配点（自由設定項目）
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評価基準評価内容評価項目分類

実施する ：1点当該工事においてＩＣＴ施工
StageⅡにかかる実施計画書を
作成し、実施する場合に評価

ＩＣＴ施工StageⅡ
の実施

自由設定項目
実施しない：0点

■ＩＣＴ施工StageⅡの実施■
【評価項目・基準・方法】

全ての工種当該評価項目を適用できる工事種別

－評価対象工事種別

－評価対象機関

－評価対象期間

○「ＩＣＴ舗装工（修繕工）」を実施する工事において、「ＩＣＴ活用工事」に関わる発注方式が
「施工者希望Ⅰ型」の場合、選択不可

○加点を受けたにも関わらず、受注者の責により実施しなかった場合、成績評定を３点減ずる。

建設機械の位置情報や稼働状況、施工履歴などをリアルタイムに集約・活用し、現場
のデジタル化と見える化を進めることで、資機材配置や作業工程を最適化し効率化と
省人化を図るＩＣＴ施工StageⅡの実施を評価するものとする。

《新規》
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令和８年８月１日以降の公告案件より適用予定

②－４．ＩＣＴ施工 StageⅡの実施
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関東地方整備局

評価基準評価内容評価項目分類

活用する：1点主任（監理）技術者とは別に現場
代理人または担当技術者として、
年齢５５歳以上の監理技術者経験
者を活用する場合に評価する

熟練技術者の活用自由設定項目
活用しない：0点

26

○熟練技術者の途中交代を可能とする（ただし、同等以上の技術者を配置すること）。
○加点を受けたにも関わらず、受注者の責により活用しなかった場合、成績評定を３点減ずる。

■熟練技術者の活用■
【評価項目・基準・方法】

施工能力評価型Ⅰ型、Ⅱ型当該評価項目を適用できる総合評価方式

全ての工種当該評価項目を適用する工事種別

－評価対象工事種別

－評価対象機関

－評価対象期間

令和８年８月１日以降の公告案件より適用予定 《新規》

工事品質の向上に加え、若手技術者・女性技術者への技術・技能の承継を促すため、監
理技術者経験をもつ熟練技術者の活用を評価。

②－５．熟練技術者の評価について



国土交通省
関東地方整備局

Ｒ８年度
実施方針

概要取組内容取組の目的

継続
• 仕様の確定が困難である工事において、技術提案を公募、その審査

結果を踏まえて優先交渉権者を選定し、工法、価格等の交渉結果を
踏まえて仕様を確定するとともに、予定価格を定め契約する方式。

技術提案・交渉方式
（平成27年度～）

品質確保・生産性
向上・技術力向上

入
札
・
契
約
制
度

継続

• 入札不調により契約に至らない工事について、一定条件を満たす場合に
は、競争に付しても入札者がいないときに行うことができる随意契約（不調
随契）を適切に実施。

不調随契の適切な実施不調不落対策

継続
• 個別の現場条件が反映しきれない、実勢価格の変化が激しいなど標準

積算との乖離が生じる項目について見積りを求める。
見積活用方式【試行】
（平成19年度～）

不調不落対策
施工時期の平準化

積
算
に
お
け
る
取
組

継続
• 関係機関との協議などの要因により乖離が予想される工種について、妥

当性を確認し変更契約する。
間接工事費実績変更【試行】
（平成20年度～）

継続
• 政令市等における工事において、現場条件等により作業効率が低下する

ことへの対応として日当たり作業量の補正を行う。
日当たり作業量の補正【試行】
（平成22年度～）

継続

• 工事規模に対して工期の長い改修工事等においても適切に共通費を算
定する。

• 発注者に帰責事由がある場合の工期延期に伴う増加費用の追加を可
能とする。

工期を考慮した積算《建築関係》
（平成23年度～）

継続

• 急激な需要増により工事箇所近隣だけでは労働者を確保出来ず、遠隔
地からの労働者で対応せざるを得ない場合には、追加で必要となる赴任
旅費や宿泊費等の間接費について、標準的な積算基準を上回って必要
となる分を、設計変更できる。

地域外からの労務者確保に要する間接費の
設計変更【試行】 （平成25年度～）

継続
• 工事現場が所在する地区において建設資材の需要ひっ迫が生じ、遠隔

地から調達せざるを得ない場合には、工事の設計変更を行える。
遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更
（平成25年度～）

継続
• 施工箇所が点在する工事については、施工箇所が1kmを超えて点在する

工事もしくは地域の交通環境から異なる施工箇所と見なすことが適当な
工事を対象に共通仮設費、現場管理費を箇所毎に算出する

施工箇所が点在する工事の間接費の積算
（平成22年度～ 平成31年2月一部見直し）

新規

• 事業全体の重要度等を考慮し、可能な範囲で猛暑期間の現場施工を
回避した工事発注を実施する。

• 効率的に現場施工を実施することは、熱中症対策に資するため、i-
construction2.0の取組を推進する。

• 技術提案評価型S型を活用し、猛暑期間・時間の作業回避、人力作
業の削減等、作業環境の改善に資する技術提案を求める。

• 熱中症対策等にかかる経費の見直し等。

建設工事における猛暑対策パッケージ猛暑対策

猛
暑
対
策
の
取
組
み

27

②—６ その他の取組



国土交通省
関東地方整備局
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②—７ その他の取組（猛暑対策）



国土交通省
関東地方整備局
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②—８ 総合評価賃上げ加点の運用（Ｒ８.４～）



国土交通省
関東地方整備局

30

■基準変更の内容（令和8年4月1日以降の公告から適用）

○配点の変更

○減点措置の対象案件の変更

・中小企業等 → 全ての政府調達の総合評価落札方式による案件にて減点【変更なし】

・大企業 → 全ての国土交通省直轄工事・業務の総合評価落札方式の案件にて減点
【変更、対象を国土交通省直轄の案件に限定】

②—９ 総合評価賃上げ加点の運用（Ｒ８.４～）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１－２．③評価配点

31



国土交通省
関東地方整備局

【施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型】 ◎：必須 ○：選択

32

満点 評価点 選択 満点 評価点 選択 満点 評価点 選択 満点 評価点 選択

①施工計画
簡易な

施工計画

関係法令や共通仕様書等に準拠した提案である。または、関係法令や共通仕様書等に準拠していない提案である。

※必要に応じて配置予定技術者のヒアリング ◎ ◎

①同種工事の施工実績

過去15年間の施工実績 5 ◎ 5 ◎ 2 ○ 2 ○
②工事成績

・当該工事種別での過去3年間の工事成績評点の平均点（関東地整発注）

・対象の都県・政令市発注工事の当該工事種別での過去3年間の工事成績評点（同一機関：2件）の平均点（都県・政令市発注）※1（※国成績を

有している企業は、国の成績で評価）

③工事成績（減点要素）（65点未満の場合）

当該工事種別のみ適用とし、適用期間は審査基準日の月から過去1年間〔事故減点は原則適用外〕 0～-5 ◎ 0～-5 ◎ 0～-5 ◎ 0～-5 ◎
④優良工事等表彰

○優良工事表彰

・全ての工事種別を対象に過去1年間の「優良工事表彰」（関東地整発注）

・都県・政令市発注工事における過去1年間の「知事表彰等」（都県・政令市発注）※1

○安全管理優良受注者表彰

本発注工事の工事種別を対象に過去1年間の「安全管理優良受注者表彰」（関東地整発注）

⑤事故及び不誠実な行為 0～-12 ◎ 0～-12 ◎ 0～-12 ◎ 0～-12 ◎
⑥地域精通度(近隣地域での施工実績）

過去10年間の施工実績 2 ◎ 2 ◎
⑦地域精通度（緊急時の施工体制）

施工都県内等における本店所在地 2 ◎ 2 ◎
⑧地域貢献度（災害協定）

施工都県内に本支店等を有する企業の、審査基準日における行政機関との災害協定 2 ◎ 2 ◎
⑨地域貢献度（災害協定に基づく活動実績）

過去3年間の行政機関との災害協定に基づく災害活動等の実績 2 ◎ 2 ◎

自由設定項目 ⑩自由設定項目 6 ○ 6 ○ 5 or 7 ○ 5 or 7 ○
⑪同種工事の工事経験

過去15年間の工事経験

・海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度により認定された海外実績

※2 ①3段階評価時：6点 ②2段階評価時：3点のどちらか選択可能

6
《3》

◎
6

《3》
◎

6
《3》

◎
6

《3》
◎

⑫同種工事の工事成績（資格要件で求めた実績）

・過去8年間の施工実績（地方整備局又は北海道開発局、沖縄総合事務局発注）

・対象の都県・政令市発注工事の過去4年間の施工実績（都県・政令市発注）※1

※2 ⑪で①3段階評価時の場合：6点 ②2段階評価時の場合：3点

⑬優秀工事技術者表彰

・過去4年間で表彰（関東地整発注）

・都県・政令市発注工事における過去4年間の「知事表彰等」（都県・政令市発注）※1

・海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度により表彰された海外実績

※2 ⑪で①3段階評価時の場合：4点 ②2段階評価時の場合：2点

自由設定項目
⑭自由設定項目

※2 ⑪で①3段階評価時の場合：4点 ②2段階評価時の場合：2点
4

《2》
○

4
《2》

○
4

《2》
○

4
《2》

○

⑤ワークライフ

バランス関連認定

企業の評価

※1 都県・政令市発注工事の成績、表彰を対象に出来る工事種別は「一般土木」「As舗装」「維持修繕」「橋梁補修」の4工事種別。
※2 「配置予定技術者の能力_⑪同種工事の工事経験」において２段階評価とした時は《 》の配点とする。（選択）
※3 一般土木工事B等級（単独）以上及び建築工事B等級（単独）以上の場合1点、それ以外の工事は0.5点

項目 細目 評価項目例
【標準タイプ】 【地域密着工事型】

施工能力評価型Ⅰ型 施工能力評価型Ⅱ型 施工能力評価型Ⅰ型 施工能力評価型Ⅱ型

可・不可（欠格） 可・不可（欠格）

②企業の

技術力

企業の

施工能力

20 20 20 20

◎

3 ◎ 3 ◎ 2 ◎

6 ◎ 6 ◎ 3 ◎

③配置予定技術者の技

術力

配置予定

技術者の

能力 20
《10》

20
《10》

3

6
《3》

◎

地域精通度

地域貢献度

6
《3》

◎ 2

◎

4
《2》

◎
4

《2》
◎

4
《2》

◎
4

《2》
◎

20
《10》

20
《10》

6
《3》

◎
6

《3》
◎

④賃上げの実施に関す
る評価

賃上げの実施を表明した企業等 2 《1》

賃上げ基準に達していない場合等（減点） -3《-2》

小計
40

《30》
40

《30》
40

《30》
40

《30》

女性活躍推進法、次世代法、若者雇用促進法のいずれかに基づく認定を受けている 1 《1》 ※3

合計
43

《32》
43

《32》
43

《32》
43

《32》

《4月見直し》

③－１．評価配点【施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型】



国土交通省
関東地方整備局

【技術提案評価型S型】 ◎：必須 ○：選択
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満点 評価点 必須/選択 満点 評価点

30

30
（15）

（）は2項目設定

した場合

◎
原則1項目

（工事内容により

2項目設定）

30

30
（15）

（）は2項目設定

した場合

30
（60）

（VE提案を省略した場

合は（　）とする）

30
（60）

（VE提案を 省略した場

合は（　）とする）

①同種工事の施工実績

　過去15年間の施工実績
4 ◎

②工事成績

　当該工種での過去3年間の工事成績評点の平均点（関東地整発注）

③工事成績（評価減点）（65点未満の場合）

　当該工種のみ適用とし、適用期間は通知月から1年間。

　事故減点は原則適用外

0～-5 ◎

④優良工事等表彰

　○優良工事表彰

　　全ての工種を対象に過去1年間の「優良工事表彰」（関東地整発注）

　○安全管理優良受注者表彰

　　本発注工事の工事種別を対象に過去1年間の「安全管理優良受注者表彰」（関東地整発

注）

　○国土技術開発賞の受賞

　　過去3年間の国土技術開発賞（最優秀賞、優秀賞、特別賞）の受彰の有無

⑤事故及び不誠実な行為 0～-12 ◎

⑥自由設定項目 5 ○

⑦同種工事の工事経験

　 過去15年間の工事経験

  ・海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度により認定された海外実績
4 ◎

⑧同種工事の工事成績（資格要件で求めた実績）

　過去8年間の実績（地方整備局又は北海道開発局、沖縄総合開発局発注）
4 ◎

⑨優秀工事技術者表彰

  過去4年間で表彰（関東地整発注）

 ・海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度により表彰された海外実績
3 ◎

⑩自由設定項目 4 ○

⑤ワークライフ
バランス関連認定

企業の評価

※　一般土木工事B等級（単独）以上及び建築工事B等級（単独）以上の場合1点、それ以外の工事は0.5点

①技術提案

施工計画

ＶＥ提案等の

技術提案

○
原則1項目

（工事内容により

省略又は2項目

を設定）

工事全般の

施工計画
◎

1項目必須

ヒアリング
※必要に応じて実施

※ ○

項目 細目 評価項目例
技術提案評価型S型（WTO以外） 技術提案評価型S型（WTO）

必須/選択

②企業の技術力
企業の施工能力

15

4 ◎

2 ◎

自由設定項目

小計 60 60 （60）

④賃上げの実施に
関する評価

賃上げの実施を表明した企業等 4　(4)

賃上げ基準に達していない場合等（減点） -5　(-5)

③配置予定技術者の
技術力

配置予定

技術者の能力 15

自由設定項目

合計 65 65 (65)

女性活躍推進法、次世代法、若者雇用促進法のいずれかに基づく認定を受けている 1　(1)　※

2 （2）

-3 （-3）

63 63 （63）

《4月見直し》

③－２．評価配点【技術提案評価型S型】



国土交通省
関東地方整備局

【フレームワークモデル工事、公募型指名競争】(試行) ◎：必須 ○：選択

34

満点 評価点 選択

①施工

計画

簡易な

施工計画

企業の

施工能力
同種工事の施工実績 4 ○

①地域精通度（緊急時の施工体制）

　施工都県内等における本店所在地
2 ◎

②地域貢献度（災害協定）

　施工都県内に本支店等を有する企業の、審査基準日における行政機関との災害協

定
2 ◎

③地域貢献度（災害協定に基づく活動実績）

　過去3年間の行政機関との災害協定に基づく災害活動等の実績
4 ○

2 ◎

配置予定

技術者の

能力

自由設定項目

⑤ワークライフバランス

関連認定企業の評価

③配置予定技術者の

技術力

②企業の

技術力
10

項目 細目 評価項目例
フレームワークモデル工事

公募型指名競争

地域精通度

地域貢献度

本発注工事の工事種別における新規契約の有無

合計 11.5

小計 10

④賃上げの実施に関する評価

賃上げの実施を表明した企業等 1

賃上げ基準に達していない場合等（減点） -2

女性活躍推進法、次世代法、若者雇用促進法のいずれかに基づく認定を受けている 0.5

《継続》

③－３．評価配点【フレームワークモデル工事、公募指名型競争】



令和８年度 入札・契約、総合評価
実施方針の変更点【工事】

（８／１以降のみ抜粋）
※4月変更を一部含む

35



国土交通省
関東地方整備局

適用時期分類変更内容

R8.4.1
以降の契約案件

見直し
○入札契約の運用方針

一般競争入札（政府調達協定対象）対象金額を8.1億円以上から9.0億円以上に見直し。

令和８年度 入札・契約、総合評価 実施方針の変更点【工事】

１．共通

〇総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置
【適用対象】
総合評価落札方式で発注する全ての工事

【開始時期】
令和８年４月１日以降に公告する工事より

【配点の変更】

見直し
R8.4.1

以降の公示案件

36

《4月見直し》



国土交通省
関東地方整備局令和８年度 入札・契約、総合評価 実施方針の変更点【工事】

２．港湾空港関係以外

適用時期分類変更内容

R8.8.1
以降の公告案件

新規

○熟練技術者の評価

工事品質の向上に加え、若手技術者・女性技術者への技術・技能の承継を促すため、監理技術者経験をもつ熟練技術者の活用を評価する。

R8.8.1
以降の公告案件

①新規

②見直し

○公募型指名競争入札方式に適用する総合評価方式の適用

①営繕関係工事の不調・不落の発生状況を踏まえ、参加者を促すための営繕評価型を新設。
（対象工種：暖冷房、電気設備、建築、機械設備、受変電設備）

②技術力のある地域企業の新規参入を促すため、一部の工種において、自治体実績チャレンジⅡ型（配点20点）の適用。
（対象工種：一般土木、As舗装、維持修繕、橋梁補修）

【配点表】

評価基準評価内容細目分類

活用する：1点
主任（監理）技術者とは別に現場代理人または担当技術者として、年齢５
５歳以上の監理技術者経験者を活用する場合に評価する

熟練技術者の活用自由設定項目

活用しない：0点

【配点表（公募型指名競争入札方式に適用する総合評価方式）】

※1 都県・政令指定都市の災害協定についても関東地方整備局（発注担当事務所）の災害協定と同等に評価する。
※2 都県・政令指定都市の災害活動実績についても関東地方整備局（発注担当事務所）の災害活動実績と同等に評価する。

②自治体実績
チャレンジⅡ型

①営繕評価型企業実績評価型
評価項目

選択評価点選択評価点選択評価点

◎3点◎4点○4点同種工事の施工実績
企業の施工能力

企業の技術力

◎3点工事成績（都県・政令市の成績も評価）

◎2点近隣の施工実績

地域精通度・
地域貢献度

◎2点◎2点◎2点緊急時の施工体制

◎2点◎2点災害協定の有無※1

◎2点○4点災害活動実績の有無※2

◎2点◎2点災害時の基礎的事業継続力の認定の有無

◎4点◎2点◎2点本発注工事の工事種別における新規契約の有無

20点10点10点計

37



国土交通省
関東地方整備局令和８年度 入札・契約、総合評価 実施方針の変更点【工事】

適用時期分類変更内容

R8.8.1
以降の公告案件

新規

○ＩＣＴ施工StageⅡの実施

建設機械の位置情報や稼働状況、施工履歴などをリアルタイムに集約・活用し、現場のデジタル化と見える化を進めることで、資機材配置や作業工
程を最適化し効率化と省人化を図るＩＣＴ施工StageⅡの実施を評価する。

○「ＩＣＴ舗装工」もしくは「ＩＣＴ舗装工（修繕工）」を実施する工事において、「ＩＣＴ活用工事」に関わる発注方式が「施工者希望Ⅰ型」の場合、選択不可
○加点を受けたにも関わらず、受注者の責により実施しなかった場合、成績評定を３点減ずる。

２．港湾空港関係以外

【配点表】

評価基準評価内容細目分類

実施する：1点当該工事においてＩＣＴ施工StageⅡにかかる実施計画書を作成し、実施す
る場合に評価

ＩＣＴ施工StageⅡ
の実施

自由設定項目

実施しない：0点

38

《4月見直し》

適用時期分類変更内容

R8.4.1
以降の公告案件

見直し

○監理技術者育成交代モデル工事

＜対象工事＞
「一般土木工事」「鋼橋上部工事」「プレストレスト・コンクリート工事」「舗装工事（アスファルト・コンクリート）」を対象とする。

概要取組内容取組の目的

・主任（監理）技術者の専任期間に、当
該工事と同様の公共事業分野（河川・道
路等）の経験がある育成技術者を配置
することができる方式。

・交代時期以降は育成技術者に交代す
ることができる。

・対象工事に「舗装工事（アスファルト・コ
ンクリート）」を追加。

監理技術者育成交代モデル工事担い手の育成・確保
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２．不調対策
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一定期間内の発注計画

お
お
よ
そ
の
発
注
見
通
し
の
公
表

（
箇
所
数
、
工
事
箇
所
、
入
札
時
期
、
概
要
等
）

工
事
参
加
希
望
の
意
思
確
認

（
参
加
意
思
表
明
申
請
書
＋
必
要
資
料
の
提
出
）

建設企業

特
定
工
事
参
加
企
業
名
簿
の
作
成

(

書
類
の
記
載
内
容
及
び
施
工
能
力
審
査
の
上
作
成)

発
注
計
画
の
公
表

（
工
事
規
模
、
入
札
時
期
、
落
札
方
式
等
）

個
別
案
件
の
発
注
（
指
名
通
知
）

【メリット】
✓ 施工体制確保→見通し可能な発注計画の公表
✓ 資料は参加希望の意思確認時のみの提出

→資料の簡素化、合理化 (個別発注時では不要）
✓ 手続期間の短縮

→指名通知から決定まで２週間程度
✓ 総合評価落札方式・企業実績評価型

→企業における防災に係る取組姿勢と施工実績等を評価

参
加
要
件
は
企
業
と
し
、

技
術
者
要
件
は
求
め
な
い

対象は

一般土木
C,B+C工事
維持修繕等

工
種
、
等
級
毎
に
作
成

建設企業

建設企業

・・・
参
加
希
望
者
へ

通
知

指
名
基
準
に
よ
る
選
定

建設企業 建設企業

フレームワーク企業の選定

以
降
は
指
名
競
争
・
総
合
評
価

落
札
方
式
の
手
続
き
と
同
様

指
名
競
争
・総
合
評
価
落
札
方
式
に
よ
り
落
札
決
定

防災に係る取組姿勢と
施工実績等を評価

１）-１．フレームワークモデル工事（総合評価落札方式・企業実績評価型）の試行について

（標準点100点＋加算点（11.5点）＋施工体制
評価点（30点））÷入札価格＝評価値
※加算点は企業における防災に係る取組

姿勢と施工実績等＋賃上げの実施に関する評価
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１）-２．記者発表資料 『横浜国道事務所「フレームワークモデル工事

（総合評価落札方式・企業実績評価型）の試行」について』
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１）-３．フレームワークモデル工事（総合評価落札方式）の試行に係る発注予定情報の
公表及び参加意思表明等の申請受付について
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１）-４．フレームワークモデル工事（総合評価落札方式）の試行に係る発注計画について
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．工事事故
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１）-①関東地方整備局 令和８年度重点的安全対策 （概要版）

45

４．令和８年度の重点的安全対策のポイント
令和７年度は「架空線等上空施設の損傷事故」が多発しております。

バックホウの移動時や旋回時に、誘導員が未配置、または配置されてい
たが誘導員とオペレータの連携不⾜により、アームやブームを架空線等
に接触・切断させる事案が多く発⽣していることから、架空線等上空施
設周辺における建設機械等の作業時（移動含む）は、
・誘導員は、架空線等上空施設から安全な離隔距離を確保した上で建設
機械等を誘導することを徹底

・オペレータは、誘導員の合図に従って運転操作することを徹底
・当該作業開始前に、合図・誘導方法・誘導位置等の再確認を徹底
について、
また、死亡事故発⽣をふまえ、

・施工計画の作成にあたっては、現場状況に応じ、事前に地形や地質等を
十分把握すること

・工事現場出⼊⼝における工事⾞両の出⼊りに伴う交通事故防⽌
について、
令和８年度より新たに実施すべき内容として追加しています。

Ⅰ.架空線等上空施設の損傷事故防止
（R７発生割合 28％ 11件／40件)

Ⅱ.建設機械等の稼働に関連した人身事故防止
（R７発生割合 13％ 5件／40件)

Ⅲ.資機材等の下敷きによる人身事故防止
（R７発生割合 8％ 3件／40件 ※死亡事故１件) ※過去３ヵ年 14件／95件

Ⅳ.⾜場・法⾯等からの墜落事故防止
（R７発生割合 8％ 3件／40件) ※過去３ヵ年 9件／95件

Ⅴ.地下埋設物の損傷事故防止
（R７発生割合 10％ 4件／40件)

Ⅵ.第三者の負傷・第三者⾞両等に対する損害
（R７発生割合 18％ 7件／40件)

１．重点的安全対策とは
工事事故の発⽣状況を踏まえ、重点的に安全対策を⾏う事項を設定す

ることで、工事関係者に工事事故防⽌に努めていただくことを目的とし
ています。令和７年度（２⽉末現在）の工事事故発⽣件数は、前年度23
件と比較して1.7倍に増加し40件発⽣、労働災害では２件の死亡事故が
発⽣するなど、引き続き工事事故防⽌の取組が必要です。

２．工事事故の発生形態
工事事故には、様々な発⽣形態があります。事故が多発している発

⽣形態や重⼤事故につながる恐れのあった事案を考慮し、令和８年度
の重点的安全対策の事故発⽣形態とします。

３．重点的安全対策として実施するべき内容
重点的安全対策の事故発⽣形態毎に、具体的に実施すべき内容を

設定し、現場作業員一人一人への周知徹底をお願いしています。

令和６年度の1.7倍発⽣

【1】【0】 【4】
【1】

（2月末現在）

32

45

32

23

【2】

40
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１）-②関東地方整備局 令和８年度重点的安全対策 （概要版）②

46

Ⅰ. 架空線等上空施設の損傷事故防止
①事前確認及び周知・指導の徹底
・種類、位置等を確認するとともに、チェックリスト等を用いて、
オペレータ・誘導員等の作業員へ周知、指導を徹底する。

②目印表示等の設置
・架空線に注意が向くよう目印表示や看板等を設置する。
③適切な誘導
・誘導員を配置し、合図・誘導方法・誘導位置を定めて誘導する。
・オペレータは、誘導員の合図に従って運転操作することを徹底。
・当該作業開始前に合図・誘導方法・誘導位置等の再確認を徹底。
④アーム・荷台等は下げて移動
・必ずアームや荷台・ブームを下げて移動する。

重点的安全対策として実施するべき主な内容

Ⅵ．第三者の負傷・第三者⾞両等に対する損害
①適切な交通誘導
・交通誘導員を適切に配置し、事前に具体的な
誘導方法、合図等を確認する。

②交通関係法令の遵守
・交通関係法令を遵守し、安全運転に努めること。
③運搬物の安定性の確保
・積荷の固縛措置が十分であるか確認する等、
出発前に⼊念な対策を講じておくこと。

Ⅶ.  事故防止

※「Ⅶ.事故防⽌」の重点的安全対策として実施するべき内容は、基本的な安全対策をまとめたも
のであり、下請が単独で起こした事故であっても、当該内容の指導が不十分であったとして、
受注者に対し、必要に応じて厳しい措置を⾏うこととする。

※⾚字は令和８年度に追加した内容

【積荷の適切な固縛】

【架空線対策】 Ⅳ. ⾜場・法⾯等からの墜落事故防止
①作業方法及び順序の周知
・墜落制⽌用器具（安全帯）の着用など、作業方法、作業⼿順を周知徹底する。
②墜落防止設備の設置、使⽤
・親綱等の墜落防⽌設備を設置、使用し、安全な⾜場環境を整備する。
・特に⾜場の組⽴て等作業時における墜落制⽌用器具（安全帯）の掛替え時
の墜落防⽌対策として｢墜落制⽌用器具（安全帯）の⼆丁掛｣を基本とする。

③安全通路の設定、周知徹底
・作業員が安全に移動できる通路を確保する。
④「ロープ⾼所作業」における危険防止のための関係法令の遵守
・ライフライン設置、特別教育の実施等を遵守する。

【墜落制⽌用器具の使用】

Ⅱ. 建設機械等の稼働に関連した人身事故防止
①適切な施工機械の選定及び使⽤
・適切な施工機械を選定し、機械の取扱説明書等を遵守する。
②誘導員の配置
・誘導員を適正に配置する。
③作業員に対する作業方法の周知
・必要な作業⼿順を周知徹底する。
・定置式建設機械等の使用時における「⻭⾞、ベルト、
チェーン等、接触により作業員に危険を及ぼすおそれ
のある部分」には、覆いや柵を設ける等、危険を防⽌
するための措置を講じる。

④点検・清掃時の安全確保
・点検・清掃中に誤って機械が作動又は移動しないような措置を講じる。

【センサーによる接触防⽌】

Ⅴ．地下埋設物の損傷事故防止
①事前調査、試掘の実施
・作業に先⽴ち図⾯等の照会を必ず⾏う。
・試掘は作業⼿順書を作成し実施する。
・作業員にチェックリスト等を用いて留意事項を指導する。
②目印表示、作業員への周知
・目印表示等による埋設位置の明示を⾏う。
③監視員の配置
・必要に応じて監視員を配置する。

【試掘による確認】

Ⅲ.  資機材等の下敷きによる人身事故防止
①危険性の調査等（リスクアセスメント）の実施と安全管理活動の徹底
・現場における作業⾏動その他業務に起因する危険性の調査（リスクアセスメント）等を実施
し、その結果に基づいた労働災害を防⽌するために必要な措置を施工計画や作業⼿順に反映。

②現場条件に応じた措置の実施
・施工計画は、現場条件に応じ、事前に地形や地質等を十分把握した上で、工事の安全施工が
確保されるよう作成し、現場条件と施工計画とが一致しない場合は、速やかにその原因を
調査分析し、現場条件を考慮した施工計画に変更し、適切な施工管理に努める。

③⾶来落下等の防止対策の徹底
・防網設備の設置、⽴⼊区域の設定等、⾶来落下等による危険防⽌措置を講じることを徹底。
・物体の⾶来落下等の危険を防⽌するために保護帽を着用させることを徹底する。
・作業床端、開⼝部、のり肩等の周辺には集積しないこと。

①基本的な手順の遵守及び動作の確実な実施 ④適正な工程管理
②安全施工が確保される施工計画書等の作成・検討 ⑤交通安全管理
③作業員に対する安全教育 工事現場出入口

の交通事故防止



架空線、地下埋設物損傷防止対策のため、チェックリストをご活用ください。

確認項目 確認者 確認年月日

１．工事現場における架空線等上空施設については、施工に先立ち、現地
調査を実施し、種類、位置（場所、高さ等）及び管理者を確認しているか。

／　／

２．現地調査結果を発注者（監督職員）に報告したか。 ／　／

３．架空線等上空施設に近接して工事を行う場合は、必要に応じて、その
管理者に施工方法の確認や立会いを求めたか。

／　／

４．建設機械等のブーム、ダンプトラックのダンプアップ等により、接触・切
断の危険性がある場合は、必要に応じて以下の保安措置を講じているか。
①架空線等上空施設への防護カバーの設置
 ②工事現場の出入り口等における高さ制限装置の設置
 ③架空線等上空施設の位置を明示する看板等の設置
 ④建設機械ブーム等の旋回・立入り禁止区域等の設定
 ⑤近接して施工する場合は見張員の配置

／　／

５．架空線等上空施設に近接した工事の施工にあたっては、架空線等と機
械、工具材料等について安全な離隔を確保しているか。

／　／

６．建設機械、ダンプトラック等のオペレータ・運転手・監視人に対し、工事
現場区域及び工事用道路内の架空線等上空施設の種類、位置（場所、高
さ等）を連絡するとともに、ダンプトラックのダンプアップ状態での移動・走行
の禁止や建設機械の旋回・立入り禁止区域等の留意事項について周知徹
底しているか。

／　／

７．公道における架空線等上空施設の損傷事故防止のため、重機回送時
の高さチェックやダンプトラックのダンプアップ状態での走行禁止についても
周知徹底しているか。

／　／

（高圧線付近での作業）

８．接触のおそれのある高圧線には防護措置を講じているか。または誘導
員を配置しているか。

／　／

９．電路から下記の離隔距離が十分とれているか。 ／　／

架空線近接箇所での作業におけるチェックリスト

電路の電圧（交流） 離隔距離

特別高圧（７，０００Ｖ以上） ２ｍ以上、但し、６０，
０００Ｖ以上は１０，０
００Ｖ又はその端数を増
すごとに２０ｃｍ増し

高圧（６００～７，０００Ｖ） １．２ｍ以上

低圧（６００Ｖ以下） １．０ｍ以上

確認項目 確認者 確認年月日

１．発注者から地下埋設物の情報を確認しているか。 ／　／

２．地下埋設物の管理方法及びその取扱い方法について施工計画書に明
示しているか。

／　／

３．埋設物管理者及び監督職員に立会を求め、地下埋設物の確認を行って
いるか。

／　／

４．工事関係者に埋設位置を周知させるため、確認位置に杭や旗、ペ
ンキ等の目印を付けているか。

／　／

５．埋設物管理者及び監督職員に試掘の立会を求めたか。 ／　／

６．埋設物管理者及び監督職員の立会のもとに試掘を行ったか。 ／　／

７．試掘の結果、埋設物の位置が不明の場合は、再度位置の確認を行った
か。

／　／

８．埋設物の詳細な位置を確認したか。 ／　／

９．発注者へ確認結果を報告したか。 ／　／

10. 地下埋設物の近接作業方法について作業員に周知しているか。 ／　／

地下埋設物に関する作業におけるチェックリスト

関東地方整備局ホームページに掲載
http://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000059661.pdf

２）チェックリストの活用
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３）関東地方整備局HP「工事の安全対策」の紹介

関東地方整備局ホームページ「工事の安全対策」コンテンツでは、
重点的安全対策や工事事故の発生状況、管内で発生した工事事
故の事例や再発防止対策などを紹介しています。

各工事現場における安全対策の立案や、安全教育の素材として
ご活用ください。

【URL】
https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/index00000013.html

工事事故 事例集

セーフティサポートニュース

工事事故防止強化月間

工事事故発生状況

重点的安全対策



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．その他
総合評価落札方式における賃上げを実施する

企業に対する加点措置
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１）緊急提言 新しい資本主義実現会議（R3.11.8）
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国土交通省
関東地方整備局

51

《4月見直し》

■適用対象
令和８年４月１日以降に公告する、総合評価落札方式によるすべての調達。

■総合評価方式別の加点措置
⇒加算点の合計の３％以上の整数となるよう配点を設定

①技術提案評価型Ｓ型等
加算点：60点 ⇒ 加算点（60）＋賃上げ（2）＋ＷＬＢ（1or0.5）＝63（or62.5）

（賃上げの配点割合：2/63 ⇒ 3.2％）

②施工能力評価型Ⅰ型、Ⅱ型
加算点：40点 ⇒ 加算点（40）＋賃上げ（2）＋ＷＬＢ（1or0.5）＝43（or42.5）

（賃上げの配点割合：2/43 ⇒ 4.7％）
加算点：30点 ⇒ 加算点（30）＋賃上げ（1）＋ＷＬＢ（1or0.5）＝32（or31.5）

（賃上げの配点割合：1/32 ⇒ 3.1％）
加算点：20点 ⇒ 加算点（20）＋賃上げ（1）＋ＷＬＢ（0.5）＝21.5

（賃上げの配点割合：1/21.5 ⇒ 4.7％）

③企業実績評価型（フレームワークモデル工事、公募型指名競争入札）
従来の加算点：10点 ⇒ 加算点（10）＋賃上げ（1）＋ＷＬＢ（0.5）＝11.5

（賃上げの配点割合：1/11.5 ⇒ 8.7％）

３）関東地方整備局における工事の総合評価落札方式における賃上げを実施する
企業に対する加点措置



国土交通省
関東地方整備局

52

《4月見直し》

賃上げ基準に達していない者

入札公告（公示）

「従業員への賃金引上げ計画の表明書」を入札参加者から提出を受けたことをもって評価 （賃金引き上げ表明は①事業年度※単位又は②年暦単位での表明）

①大企業 ３％以上 ②中小企業１．５％以上 ※①事業年度は契約を行う予定の年の４月以降に開始するもの

加算点＝従来の加算点＋賃上げ加算点(加算点の３%以上)

適用対象 ： 令和８年４月１日以降に公告する、総合評価落札方式によるすべての調達。

加点を受けた落札者が以下の書類作成後に総務部
契約課へ提出 （賃上げの実績の確認）

入札、落札決定

落札者が賃上げ加算点で
加点なし

落札者が賃上げ加算点で
加点あり

①年度単位による賃上げ表明
法人事業概況説明書（又は税務申告の作成書類）

②年単位による賃上げ表明
給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表

契約担当官等から通知された日から１年間
政府調達の総合評価落札方式の調達の全てに対し
て加点より大きな割合の減点（加点に１点を加えた
減点）

総務部
契約課
に提出

四半期分を
本省大臣
官房会計
課に提出

四半期分を
財務省主
計局法規
課に提出

全省庁分
を財務省
がまとめ

各省各庁
の長へ通
知

総務部
契約課
へ連絡

※契約担当官等から、賃上げ基準に達
していない企業に減点措置の通知

※

契約担当官等から通知された日から１年間
国土交通省直轄工事・建設コンサルタント業務等の
総合評価落札方式の調達の全てに対して加点より
大きな割合の減点（加点に１点を加えた減点）

※大企業の者 ※中小企業等の者

２）総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置、ペナルティの流れ



R8.10月 R9.9月

事
業
年
度
単
位
の
場
合

R8.4月 R9.3月

R9.3月 R10.2月

契約を行う予定の会計年度に開始する事業年度における前年度比での賃上げを表明した場合が加点対象※

暦
年
単
位
の
場
合

R9.10月 R10.9月

R9.4月 R10.3月

R10.3月 R11.2月

R8.1月 R8.12月

R9.1月 R9.12月

契約を行う予定の年（暦年）における前年比での賃上げを表明した場合が加点対象

賃上げ表明が加点評価となる
事業年度の期間の例
（事業者により事業年度の
期間（決算時期）が異なる）

前年度比での賃上げを表明する
対象となる事業年度の期間

前年比での賃上げを表明する対
象となる暦年の期間

契約予定日がR8.4～R9.3月にある場合は
以下のような期間の事業年度における
賃上げ（表明）が加点評価の対象

契約予定日がR5.4～R6.3月にある場合は
以下のような期間の事業年度における
賃上げ（表明）が加点評価の対象

契約予定日がR8.4～12月にある場合は
令和８年における賃上げ（表明）が加点評価の対象

契約予定日がR9.1～12月にある場合は
令和９年における賃上げ（表明）が加点評価の対象

契約予定日の範囲
（R8.4～R9.3月）

契約予定日の範囲
（R9.4～R10.3月）

契約予定日の範囲
（R8.4～12月）

契約予定日の範囲
（R9.1～12月）

※上図の解釈に沿って、入札説明書の事業年度単位の場合の「○年４月」は、契約を予定する年度の４月となるよう記入下さい。
入札説明書記載例欄外注（ 「○年：契約を行う予定の年度または暦年を記載すること」 ）には上図以外の解釈もあり得るので補足します。

賃上げ表明が加点評価となる
事業年度の期間の例
（事業者により事業年度の
期間（決算時期）が異なる）

賃上げ表明が加点評価となる
暦年の期間

賃上げ表明が加点評価となる
暦年の期間

４）賃上げ表明書の評価（加点）を実施する適用期間について
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総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置に関する関東地方整備局のＨＰ

関東地方整備局ＨＰには本省の通達や
提出様式、関東地方整備局の説明資料、
Q＆A等を掲載しております。
ＨＰをご覧になり、不明な点や疑問点
がございましたら下記担当までご連絡
をお願いします。

制度全般に関すること
（工事）
企画部 技術調査課
TEL 048-600-1332

（コンサルタント業務等）
企画部 技術管理課
TEL 048-600-1331

（物品・役務）
総務部 契約課
TEL 048-600-1327

実績確認に関すること
総務部 契約課
TEL 048-600-1327

ＨＰ画面

Q&A

５）賃上げを実施する企業に対する加点措置に関する関東地方整備局のＨＰ
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https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000227.html


